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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結
累計期間

第47期
第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結
会計期間

第47期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 12,136,16714,600,3964,053,5695,963,92021,476,836

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△152,166△140,914△19,026 163,203 559,352

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△254,139△109,754△31,078 83,756 174,060

純資産額（千円） － － 7,711,3117,881,5798,178,067

総資産額（千円） － － 15,356,35516,205,72816,563,293

１株当たり純資産額（円） － － 688.68 703.89 730.37

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△22.70 △9.80 △2.78 7.48 15.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 50.2 48.6 49.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△384,802△809,095 － － 2,168,065

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△162,880△68,336 － － △225,455

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△153,848△238,880 － － △174,629

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,705,2433,058,4434,174,755

従業員数（人） － － 513 518 507

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人）                518 [26]

（注）従業員数は就業人員であり、準社員は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 208     

（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大半を占める建設事業では生産実績を定義することが困難であり、建設事業にお

いては、請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわず、また、当社グループにおいては建設事業を

除き受注生産形態をとっておりません。

よって、生産、受注及び販売の状況については「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おけるセグメントの業績に関連付けて記載しております。

なお、当社グループの建設事業においては、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間に比べて高くなる季節的変動がありま

す。

 

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、政府の経済対策の効果により緩やかな回復基調にありました

が、長引く円高などによる輸出の増勢鈍化、失業率の高止まりや所得環境の低迷により、個人消費や企業の生産水準

は本格回復せず、依然として厳しい状況のまま推移致しました。

当社グループの主力事業の属する国内建設市場におきましては、企業収益の回復傾向に伴い民間設備投資にやや

持ち直しの動きがあったものの、海外景気の下振れ懸念や国内のデフレ継続などにより、企業の設備投資に対する

慎重な姿勢が継続し、また、公共投資も低迷したことにより厳しい市場環境が続きました。

このような状況のもと、当社グループはグループ企業の連携による顧客対応力の充実と原価の低減を図り、受注

の確保、利益体質の強化に努めてまいりました。

当第３四半期連結会計期間における当社グループの連結売上高は、前第３四半期連結会計期間より19億10百万円

増加し、59億63百万円（前年同四半期比47.1％の増加）、営業利益は１億47百万円（前年同四半期は営業損失27百

万円）、経常利益は１億63百万円（前年同四半期は経常損失19百万円）、四半期純利益は83百万円（前年同四半期

は四半期純損失31百万円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①　建設事業

当社グループの主力事業である当事業におきましては、民間で製造工場やビル施設の大型工事の受注があった

ものの、公共工事は低調に推移したため、受注高は44億32百万円（前年同四半期比19.7％の減少）となりました。

部門別では、産業設備工事が15億50百万円（前年同四半期比192.1％の増加）、ビル設備工事が17億96百万円（前

年同四半期比89.4％の増加）、環境設備工事が10億85百万円（前年同四半期比73.2％の減少）となりました。

売上高は、環境設備工事で前期からの繰越工事の売上が寄与し、更にリニューアルを中心に産業設備工事とビ

ル設備工事も堅調に推移したため、38億52百万円(前年同四半期比85.8％の増加)となりました。部門別では、産業

設備工事が８億33百万円（前年同四半期比102.5％の増加）、ビル設備工事が16億円(前年同四半期比29.5％の増

加)、環境設備工事が14億18百万円（前年同四半期比232.6％の増加）となりました。

②　機器販売及び情報システム事業

当事業におきましては、機器販売は空気圧縮機、冷凍機などが増加し、情報システム関連も受託ソフト開発で新

規受注などがあったため、売上高は10億円（前年同四半期比10.4％の増加）となりました。

③　機器のメンテナンス事業

当事業におきましては、設備機器メンテナンスは製造業を中心に定期整備が増加しましたが、太陽光発電機器

設置の受注は減少したため、売上高は10億６百万円（前年同四半期比2.3％の減少）となりました。
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④　電子部品製造事業

当事業におきましては、デジタル家電向けや光デバイスなどの半導体関連部品が堅調に推移し、製造工程省力

化の装置製作も需要が増加したことから、売上高は３億89百万円（前年同四半期比14.9％の増加）となりまし

た。

なお、生産実績（販売価格）は以下のとおりであります。

区分
前第３四半期連結会計期間

（百万円）
当第３四半期連結会計期間

（百万円）

電子部品のペレタイズ加工 185 180

電子部品の組立 51 90

基盤組立他 101 118

合計 338 389

⑤　その他の事業

その他の事業の公共水道施設維持管理事業におきましては、運転管理受託体制や緊急対応体制を整備し、きめ

細かな施設維持管理と顧客ニーズを捉えた提案活動を行った結果、売上高は66百万円（前年同四半期比31.7％の

増加）となりました。

（注）１．上記売上高はセグメント間取引消去前の金額によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末に比べ６億58百万円増加し30億58百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において営業活動により得られた資金は、前第３四半期連結会計期間に比べ６億90百

万円増加し７億98百万円（前年同四半期比638.7％の増加）となりました。これは主に、売上債権の増加額９億27百

万円（前年同四半期は57百万円の売上債権の減少）、たな卸資産の増加額３億34百万円（前年同四半期比49.1％の

減少）、仕入債務の増加額18億47百万円（前年同四半期は６百万円の仕入債務の減少）、未成工事受入金の増加額

97百万円（前年同四半期比88.0％の減少）等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において投資活動に使用した資金は、25百万円（前年同四半期は14百万円の獲得）と

なりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が17百万円あったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において財務活動に使用した資金は、前第３四半期連結会計期間に比べ97百万円増加

し１億14百万円（前年同四半期比593.2％の増加）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出が11百

万円あったことと、配当金を88百万円支払ったこと等によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当社グループにおいては、当第３四半期連結会計期間における研究開発活動は特段行っておりませんので特記事

項はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

重要な設備の新設、改修の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,700,000 11,700,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は、
1,000株であります。

計 11,700,000 11,700,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－ 11,700,000 － 1,029,213 － 805,932

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     502,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,194,000 11,194 －

単元未満株式 普通株式       4,000 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 11,700,000 － －

総株主の議決権 － 11,194 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）　

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

藤田エンジニアリング㈱
群馬県高崎市飯

塚町1174番地５
502,000 － 502,000 4.29

計 － 502,000 － 502,000 4.29

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 435 440 430 430 415 415 409 405 415

最低（円） 435 412 412 418 398 396 395 380 390

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,363,443 4,479,755

受取手形 819,008 1,212,477

完成工事未収入金 3,400,459 2,834,098

売掛金 1,970,514 2,105,396

未成工事支出金 408,593 95,453

商品 115,503 86,676

仕掛品 525,858 260,987

材料貯蔵品 32,878 29,296

その他 450,569 273,389

貸倒引当金 △3,341 △6,215

流動資産合計 11,083,488 11,371,315

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 3,174,907 3,157,858

減価償却累計額 △1,901,313 △1,824,856

建物・構築物（純額） 1,273,593 1,333,002

土地 2,293,811 2,293,811

建設仮勘定 22,092 34,254

その他 637,433 520,132

減価償却累計額 △361,263 △301,768

その他（純額） 276,169 218,364

有形固定資産合計 3,865,666 3,879,433

無形固定資産

のれん 216,142 238,502

その他 149,187 170,153

無形固定資産合計 365,329 408,655

投資その他の資産

投資有価証券 536,389 565,356

その他 392,415 378,705

貸倒引当金 △37,561 △40,173

投資その他の資産合計 891,243 903,888

固定資産合計 5,122,240 5,191,977

資産合計 16,205,728 16,563,293
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 2,392,206 1,870,232

工事未払金 1,961,089 2,368,527

買掛金 990,936 1,147,505

短期借入金 804,996 804,996

未払法人税等 47,462 234,362

未成工事受入金 287,041 150,658

完成工事補償引当金 11,400 11,400

工事損失引当金 11,847 －

賞与引当金 81,896 163,884

役員賞与引当金 － 18,500

その他 536,561 418,549

流動負債合計 7,125,436 7,188,615

固定負債

長期借入金 187,661 221,408

退職給付引当金 748,861 743,715

役員退職慰労引当金 96,170 104,555

その他 166,020 126,931

固定負債合計 1,198,713 1,196,610

負債合計 8,324,149 8,385,225

純資産の部

株主資本

資本金 1,029,213 1,029,213

資本剰余金 805,932 805,932

利益剰余金 6,216,029 6,493,741

自己株式 △213,872 △213,872

株主資本合計 7,837,301 8,115,013

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 44,277 63,053

評価・換算差額等合計 44,277 63,053

純資産合計 7,881,579 8,178,067

負債純資産合計 16,205,728 16,563,293
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※
 12,136,167

※
 14,600,396

売上原価 10,465,565 12,944,756

売上総利益 1,670,601 1,655,639

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 924,709 903,050

賞与引当金繰入額 23,011 24,182

退職給付引当金繰入額 22,962 24,040

役員退職慰労引当金繰入額 6,090 5,440

貸倒引当金繰入額 7,157 －

のれん償却額 22,359 22,359

その他 899,238 867,673

販売費及び一般管理費合計 1,905,527 1,846,746

営業損失（△） △234,926 △191,107

営業外収益

受取利息 866 601

受取配当金 53,272 5,027

受取褒賞金 15,084 19,590

その他 23,601 35,229

営業外収益合計 92,824 60,449

営業外費用

支払利息 9,505 9,082

その他 559 1,174

営業外費用合計 10,064 10,256

経常損失（△） △152,166 △140,914

特別利益

貸倒引当金戻入額 246 2,998

特別利益合計 246 2,998

特別損失

固定資産除却損 316 217

投資有価証券売却損 － 392

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,258

特別損失合計 316 6,868

税金等調整前四半期純損失（△） △152,236 △144,784

法人税、住民税及び事業税 78,743 84,420

法人税等調整額 23,159 △119,451

法人税等合計 101,902 △35,030

四半期純損失（△） △254,139 △109,754
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※
 4,053,569

※
 5,963,920

売上原価 3,447,794 5,216,949

売上総利益 605,775 746,971

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 299,830 289,429

賞与引当金繰入額 23,011 24,182

退職給付引当金繰入額 7,614 7,913

役員退職慰労引当金繰入額 1,996 2,080

貸倒引当金繰入額 3,059 732

のれん償却額 7,453 7,453

その他 290,581 267,880

販売費及び一般管理費合計 633,547 599,671

営業利益又は営業損失（△） △27,771 147,299

営業外収益

受取利息 165 108

受取配当金 932 1,861

受取褒賞金 5,887 5,382

その他 5,212 11,937

営業外収益合計 12,198 19,289

営業外費用

支払利息 2,954 3,262

その他 499 123

営業外費用合計 3,453 3,385

経常利益又は経常損失（△） △19,026 163,203

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 10,087

貸倒引当金戻入額 246 －

特別利益合計 246 10,087

特別損失

固定資産除却損 316 170

投資有価証券売却損 － 392

特別損失合計 316 563

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△19,097 172,727

法人税、住民税及び事業税 25,982 22,447

法人税等調整額 △14,000 66,523

法人税等合計 11,981 88,970

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31,078 83,756
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △152,236 △144,784

減価償却費 156,280 169,553

のれん償却額 22,359 22,359

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,660 △5,485

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 11,847

賞与引当金の増減額（△は減少） △90,562 △81,988

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,300 △18,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,478 5,145

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,090 △8,385

受取利息及び受取配当金 △54,139 △5,629

支払利息 9,505 9,082

固定資産除却損 316 217

投資有価証券売却損益（△は益） － 392

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,258

売上債権の増減額（△は増加） 844,500 △38,009

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,408,559 △610,421

仕入債務の増減額（△は減少） △426,743 △42,032

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,093,492 136,382

その他 △204,832 55,086

小計 △249,968 △538,910

利息及び配当金の受取額 54,139 5,661

利息の支払額 △8,461 △8,820

法人税等の支払額 △180,512 △267,025

営業活動によるキャッシュ・フロー △384,802 △809,095

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △115,396 △33,788

有形固定資産の売却による収入 1,882 112

投資有価証券の取得による支出 △10,098 △8,625

投資有価証券の売却による収入 6,000 5,803

関係会社株式の取得による支出 △11,792 －

関係会社貸付けによる支出 △10,000 △15,000

その他 △23,476 △16,839

投資活動によるキャッシュ・フロー △162,880 △68,336

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △50,000 △200,000

長期借入金の返済による支出 △33,747 △33,747

自己株式の取得による支出 △366 －

配当金の支払額 △199,359 △166,412

その他 △20,374 △38,721

財務活動によるキャッシュ・フロー △153,848 △238,880

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △701,531 △1,116,312

現金及び現金同等物の期首残高 2,493,501 4,174,755

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△86,726 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,705,243

※
 3,058,443
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　　会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省

略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定する方法によっております。

また、たな卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法によっておりま

す。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
　

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１　保証債務

連結会社以外の関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。

１　保証債務

連結会社以外の関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。    　　   　

㈱東洋電設 29,518千円

日本ルフト㈱ 20,000千円

　　計 49,518千円

㈱東洋電設 34,027千円

日本ルフト㈱ 20,000千円

　　計 54,027千円

２　当座貸越契約

当社及び連結子会社１社においては、運転資金の効

率的調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく当第３四

半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額 1,670,000千円

借入実行残高 750,000千円

差引額 920,000千円

２　当座貸越契約

当社及び連結子会社１社においては、運転資金の効

率的調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 1,670,000千円

借入実行残高 750,000千円

差引額 920,000千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　 当社グループの建設事業においては、通常の営業形態

として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割

合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が

他の四半期連結会計期間に比べて高くなる季節的変

動があります。　

※　　　　　　　　　　　同左

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　 当社グループの建設事業においては、通常の営業形態

として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割

合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が

他の四半期連結会計期間に比べて高くなる季節的変

動があります。

※　　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金預金勘定 2,010,243千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △305,000千円

現金及び現金同等物 1,705,243千円

 

現金預金勘定 3,363,443千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △305,000千円

現金及び現金同等物 3,058,443千円

 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　11,700千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　   502千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 78,380 7  平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月11日

取締役会
普通株式 89,577 8  平成22年９月30日 平成22年12月７日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

 

機器販売及
び情報シス
テム事業
（千円）

 

産業用機器
のメンテナ
ンス事業
（千円）

 
電子部品製
造事業
（千円）

 
その他の事
業
（千円）

 
計

（千円）
 
消去又は全
社
（千円）

 
連結
（千円）

 

売上高 2,073,779 906,806 1,030,666 338,908 50,811 4,400,972 (347,402) 4,053,569 

営業利益又は営業損失

（△）
80,567 △50,508 61,159 4,226 △1,905 93,538 (121,310) △27,771 

                 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法　　連結損益計算書の集計区分に市場及び事業の類似性を考慮して区分しております。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業　　　　　　　　　　　　ビル設備工事、産業設備工事、環境設備工事

機器販売及び情報システム事業　　電気機器、空調及び冷凍機器、電動工具の販売、情報通信機器の施工・

販売、ソフトウエアの開発・販売

産業用機器のメンテナンス事業　　産業用機器等の据付・保守・修理

電子部品製造事業　　　　　　　　電子部品の検査・せん別・組立

その他の事業　　　　　　　　　　水道施設管理受託業務

２．会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

 

機器販売及
び情報シス
テム事業
（千円）

 

産業用機器
のメンテナ
ンス事業
（千円）

 
電子部品製
造事業
（千円）

 
その他の事
業
（千円）

 
計

（千円）
 
消去又は全
社
（千円）

 
連結
（千円）

 

売上高 6,156,956 2,743,024 3,239,053 885,607 154,398 13,179,041 (1,042,873) 12,136,167 

営業利益又は営業損失

（△）
188,168 △178,046 153,928 △52,503 △795 110,750 (345,676) △234,926 

                 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法　　連結損益計算書の集計区分に市場及び事業の類似性を考慮して区分しております。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業　　　　　　　　　　　　ビル設備工事、産業設備工事、環境設備工事

機器販売及び情報システム事業　　電気機器、空調及び冷凍機器、電動工具の販売、情報通信機器の施工・

販売、ソフトウエアの開発・販売

産業用機器のメンテナンス事業　　産業用機器等の据付・保守・修理

電子部品製造事業　　　　　　　　電子部品の検査・せん別・組立

その他の事業　　　　　　　　　　水道施設管理受託業務

２．会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第

３四半期連結累計期間の建設事業の売上高が1,101,333千円増加し、営業利益が116,571千円増加しておりま

す。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものであります。

当社は、当社及び各連結子会社別に、取り扱うサービス・製品につきまして包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しております。従って、当社及び各連結子会社のサービス・製品別のセグメントから構成されてお

り、「建設事業」、「機器販売及び情報システム事業」、「機器のメンテナンス事業」、「電子部品製造事

業」の４つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、ビル設備工事、産業設備工事及び環境設備工事を行っております。「機器販売及び情報シ

ステム事業」は、機器の販売並びに情報通信機器の施工・販売及びソフトウエアの開発・販売を行ってお

ります。「機器のメンテナンス事業」は、空調設備機器等の修理・保守・据付並びに住宅設備機器の設置を

行っております。「電子部品製造事業」は、電子部品の検査及びせん別・組立及び装置製造を行っておりま

す。

　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他
（注）

合計
建設事業

機器販売
及び情報
システム
事業

機器のメン
テナンス事
業

電子部品製
造事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 7,774,6512,444,3943,002,4491,217,68014,439,176161,22014,600,396
セグメント間の内部売上高
又は振替高

14,467617,134293,9191,285926,80520,597947,402

計 7,789,1183,061,5293,296,3681,218,96515,365,982181,81715,547,799

セグメント利益又は損失(△) △416,944△72,968198,75235,909△255,2512,680△252,571
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当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他
（注）

合計
建設事業

機器販売
及び情報
システム
事業

機器のメン
テナンス事
業

電子部品製
造事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,849,301759,976908,102388,1205,905,50058,4205,963,920
セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,077240,82298,7031,125343,7278,480352,207

計 3,852,3781,000,7981,006,805389,2456,249,22866,9006,316,128

セグメント利益又は損失(△) 65,808△23,36566,40814,243123,096△218 122,877

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道施設管理受託業務を含んでおりま

す。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △255,251

「その他」の区分の利益 2,680

セグメント間取引消去 120,764

セグメント間取引消去に伴う営業外費用の組替 △39,940

のれんの償却額 △22,359

その他の調整額 2,999

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △191,107

　　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 123,096

「その他」の区分の利益 △218

セグメント間取引消去 41,060

セグメント間取引消去に伴う営業外費用の組替 △9,998

のれんの償却額 △7,453

その他の調整額 813

四半期連結損益計算書の営業利益 147,299

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

受取手形及び未払法人税等が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

　

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（1）受取手形 819,008 819,008 －

（2）未払法人税等 47,462 47,462 －

　
（注） 金融商品の時価の算定方法

（1）受取手形、（2）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 703.89円 １株当たり純資産額 730.37円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 22.70円 １株当たり四半期純損失金額 9.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △254,139 △109,754

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △254,139 △109,754

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,197 11,197

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2.78円 １株当たり四半期純利益金額 7.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △31,078 83,756

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
△31,078 83,756

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,197 11,197

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

平成22年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。

(イ）配当金の総額………………………………………89,577千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月７日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月８日

藤田エンジニアリング株式会社

取締役会　御中
 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鎌田　竜彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤田エンジニアリン

グ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤田エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月９日

藤田エンジニアリング株式会社

取締役会　御中
 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鎌田　竜彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤田エンジニアリン

グ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤田エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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